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 特徴（その１）：多様な税目 

 
 特徴（その２）：法人課税への依存 

 
 特徴（その３）：税収の不安定 
 
 特徴（その４）：地域間格差 

 
 特徴(その5)：法人課税に偏った課税自主権 

 
 特徴（その６）：課税ベースの重複とかい離 
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所得課税 消費課税 資産課税等
所得税 消費税 相続税
法人税 揮発油税 登録免許税等

酒税
たばこ税
自動車重量税
石油ガス税等

法人事業税 地方消費税 不動産取得税
個人道府県民税

自動車税

法人道府県民税 軽油引取税

道府県税利子割 自動車取得税
個人事業税 道府県たばこ税

個人市町村民税
市町村たばこ税 固定資産税

法人市町村民税 軽自動車税 都市計画税

特別土地保有税
事業所税

地方

道府県

市町村

国
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地方税収の構成割合の国際比較（2010年）
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（資料）OECD「Revenue Statistics 2010」

法人所得課税 個人所得課税 資産課税 消費課税 その他

（注）ドイツ、アメリカ、カナダは州と市町村を合算した数値を使用。
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出所：総務省資料 7 



出所：総務省 8 



意図 課税自主権の
行使 

対象 横並び？ 

租税競
争 

企業・資本の誘
致 

税の減免 新しい資本＝新
規企業 

結果（≠志向・前
提）としての「横並
び」（対称均衡） 租税輸

出 
住民以外（企業
等）への税負担
の転嫁 

超過課税 古い資本＝既存
企業 
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 法人税からの課税ベースの乖離 
    －法人事業税の外形標準化 
    －法人住民税・法人事業税の納税単位は単体法人 
 
 連結納税制度：「法人事業税及び法人住民税については、地域に

おける受益と負担との関係等に配慮し、単体法人を納税単位とす
る。」 

 
 「固定資産税については、資産課税としての性格を踏まえ、現行の

評価法を維持する」 
   ー償却資産評価の相違（償却可能限度額） 
   －減価率・評価額の最低限度(5％）は現行どおり 
 
⇒納税者（企業）の「税負担」だけではなく「納税負担（コスト）」を高め

る。 
 



出所：地方財政審議会（平成１９年７月２５日） 

法人二税が地方税である以上、地方団体が提供する行政サービスに対する応益負担 
や負担分任の原則に沿うものでなければならない。また、法人といえども地域社会の 
一員であること、都道府県が企業誘致等に努めるのは企業立地に伴う税源の涵養も重
要な目的の一つとなっていること等にも十分配慮されるべき 
                   全国知事会地方税制小委員会（平成１９年１１月７日） 



特徴 課題 
多様な税目 法人二税以外の他の地方税を包括した改革 

既存の地方税体系の再編成 
法人課税への依存 税収の不安定 

税源の偏在 
地方法人課税に偏っ
た課税自主権 

「取り易いところから取る」志向⇔「住民と正面から向き
合った」課税自主権の行使 
地域住民のコスト意識の欠如 

課税ベースのかい離 税制の複雑化 
徴税コストの増加 
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 「地方においてもまずは自ら汗をかいて行政改革に取り組み、・・・
超過課税や法定外普通税・目的税などの課税自主権の活用・・・
により歳入確保に努めることが必要」（政府税制調査会「わが国の
税制の現状と課題」（平成12年7月1４日） 

 
 ｢地方において法人所得に課税することについては、徴税しやす

い税源に安易に依存していること・・・選挙権を持たない法人への
課税は・・住民への説明責任を曖昧にする」（ 「経済社会の自足的
発展のための企業税制改革に関する研究会」 （平成17年7月） ） 

 
 「課税自主権の活用は、地域における受益と負担の関係の明確化

につながるものであり・・・住民と正面から向き合い、自らの責任と負
担で施策を進める姿勢が求められる。」（政府税制調査会「少子・
高齢化社会における税制のあり方」（平成15年6月17日） 
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 美しい「理念」とそうでもない「実態」 
 
 理念 応益原則＝受益に応じた負担 

実態  
 

政治的本音 「取り易いところから取る」 

経済的帰結 税負担の「転嫁」 
課税ベースのかい離による税制の複雑化 
投資の減少・国内の雇用の喪失・成長力の低下 
⇒課税の経済的コスト 
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 経済的帰結（課税のコスト）を無視した「理念先行」の改革論 
類似事例：「友愛」・「連帯」 

 



建前（制度） 実際（経済的帰結） 

利益を出している
法人企業 

雇用（設備投資の縮減）・賃金の低下 

生産拠点の海外移転 

 ⇒労働者の負担 

製品価格への上乗せ 

⇒消費者の負担 

税の支払い≠税の負担 

税負担の転嫁 
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 本来、「応益原則」は法人二税のみならず、住民課税（個人
住民税・固定資産税等）にも適用すべき 
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応益原則 適用範囲 
規範 納税者への課税根拠

の「説明責任」 
住民課税を含む 

実態 現状維持の口実 法人二税に限定 

住民課税は「政治的配慮」から応益原則が不徹底のまま 



 税の公平感 
 
    応能原則＝担税力に応じた税負担 
    応益原則＝受益に応じた負担 
 

 
 

応能原則 応益原則 

均等割への公平感 所得に多寡によら
ない課税は不公平 

受益者に対する課
税であり公平 
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赤字企業（7割）は法 
人事業税を払わない 

赤字企業にも法人 
事業税を払わせる 
⇒外形標準化 

不公平 
＝応益原則 

不公平 
＝応能原則 
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応能原則 応益原則 

個人住民税均等割
（＝住民に一律課
税） 

低所得層にも同等の
負担を課すので不公
平 

皆が等しく受益する
サービスへの負担で
あれば公平 

公的年金の世代間
格差（受益と負担の
格差） 

世代間再分配とみな
せば受容できるかもし
れない 

負担（社会保険料）に
受益（将来給付）が見
合わないので不公平 

対応する機能 再分配機能 資源配分 
 

機能配分 国 地方 
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 地方消費税率は消費税（国）率に賦課（25％） 
 
  ⇒消費税を増税すれば、自動的に地方消費税も増税 
  ⇒国民は「国の増税」と認知・地方は国の増税に「便乗」 

 
 地方交付税は「地方固有」の財源・国が地方に代わって徴収し、配分

する地方税 
 
  ⇒納税者は自分の支払う国税（例：所得税）の一部（＝32％）が交付

税に充当されると認識？ 
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交付税  位置づけ 
     配分  「地方固有」 
     負担  国の税金と認識 
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 既得権益との対立を避けるため、現行制度の根本は変えることなく、新た
な制度を創設することで課題に対応 

 
 「現実的」な改革？結局改革は不徹底に終わる？ 
 
 ⇒制度の更なる複雑化 
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新たな制度 課題 

地方新税（法定外税） 地方の課税自主権の強化 

外形標準課税 応益原則の不徹底 
ふるさと納税 地域間格差の是正 
地方法人特別税 
新型交付税 複雑な交付税の算定 
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 「税負担の公平性の確保、応益課税としての税の性格の明
確化、地方分権を支える基幹税の安定化、経済の活性化・
経済構造改革の促進」（地方法人課税小委員会（平成11年７
月）） 
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 税制改革は「経済効果」の改善に始まり、利害当事者間の「合意優先」に
終わる 
 

 政策は「サイエンス」ではなく「アート」である 
 

 ビジョン＝最終的な姿と移行過程＝激変緩和措置のミスマッチ 
 
⇒本末転倒の改革 
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原則 例 変更等 
ビジョン 経済合理性（公平・

効率）の改善 
山頂＝最終目標 固定（場当たり的

に変えない） 
移行過程 政治的制約の克服 経路＝現状から

最終目標への道
筋 

柔軟に対応 



 我が国の政策決定＝ボトムアップ型 ⇒ 利害当事者の合意形成を優先 
  「効果」＜「合意」 

 
 利害当事者 
   中央官庁＝財務省・総務省等 
   地方自治体(交付団体・不交付団体） 

 
 各当事者にとって「都合の良い」解釈が可能な政策     
⇒ 玉虫色の解決（＝「相手を煙に巻く説明」） 

 
 当事者間に「同床異夢」 ⇒問題解決の先送り 
 
 例：地方法人特別税・「社会保障と税の一体改革」（？） 
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狙い 地方法人特別税への解釈 

財務省 ・消費税の死守 
・水平的財政調整による地域
間格差の是正 
・交付税の削減 

・財政調整を法人二税の枠
内で実現 
・地方消費税の引き上げは
回避？ 

総務省・地方
自治体 

・将来的に地方消費税の拡充 
・自治体間（都市と地方）での
利害対立は回避 
・交付税総額の確保 

・地方消費税の引き上げへ
の布石（暫定措置）⇒2.6兆
円は消費税1％分 
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望ましい税 狙い 税制改革 
政治力学 負担の所在が

不明瞭 
政治的反発を抑える 利害関係者間の合意形成を

優先 
経済学 負担が明確 コスト意識の喚起 経済合理性（効率・公平）の

追求 
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現状維持 

抜本的改革案 妥協案 

経済合理性の視点 

合意形成 
＝政治的実効性重視 

望ましくない 
経済効果 
⇒改革の意義低下 
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機能 政策目的 
国税 資源配分機能 

 
再分配機能 
 
経済安定化機能 

財源確保 
再分配＝応能原則 
経済成長の促進 
経済安定化（景気対
策） 

地方税 資源配分機能（公共
サービスの提供） 

財源確保 
応益課税の徹底 
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 地方自治体の自己決定・自己責任と整合的な税源は？ 
 
          望ましい地方税の条件 
 
     （１）収入の安定性 
     （２）地域間で偏在しない 
     （３）固定性＝課税ベースが地域間で移動しない 
     （４）住民への応益原則（財政責任） 
 
 ⇒住民と地方自治体が「正面から向き合い、自らの責任と負担

で施策を進める姿勢」を促進 
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    帰結  

税収の不安定性 公共財・サービス供給が不安定 

税源の地域間偏在 地域間不公平 

課税ベースの地域間移動 財政的外部効果（租税競争）と税収確保
の困難 

住民への応益原則 放漫財政の放置 
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    図表 5.18 良い地方税？  

 

望ましい地方税の条件            地方税  

個人住民税  法人  

二税  

地方消費税  固定資産税  

均等割  所得割  

税収の安定性   Ｏ  △    ×    Ｏ   △  

税源の低い偏在性   Ｏ  △    ×    Ｏ   △  

課税ベースの固定性   △  △    ×    △   Ｏ  

地域住民への応益原則   Ｏ  △    ×    △   Ｏ  
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 「個人所得税体系における所得税と個人住民税の役割分
担」 ⇒所得再分配は所得税の機能 

 
 「応益性や偏在度の縮小」の観点を踏まえフラット化 
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改革の課題 制度改革 

税収の安定化 
格差の是正 

・法人二税依存度の引き下げ 
・地方消費税の拡充 

「質的分権化」 ・独自支出と地方税のリンク 
・個人住民税（所得割）の課税ベース拡大 

グローバル化への対応 ・法人課税の実効税率の引き下げ 

負担の見える化 ・地方消費税の独立税化 
・交付目的税の創設 
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地方法人特別税 
法人住
民税 

法人税割 
均等割（資本金・従業員課税） 

法人事
業税 

所得割 

付加価値割 

資本割（資本金課税） 

固定資
産税 

償却資産 

  改革のオプション 

税体系
の見直し 

譲与税化 

地方消費税化 

固定資産税等他
の地方税で代替 

税制の
簡素化 

国税と課税標準
の統一 
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 （１）地方税収の安定化 
 
 （２）税源の地域間偏在の是正 
 
 （3）経済のグローバル化（国際的租税競争）への対応 

 
 
 

 
 
 

 



 理念先行（＝応益課税としての法人二税）を改め、課税の実態（＝
「取り易いところから取る」）と帰結（＝負担の転嫁・経済コスト）に対
処する。 
 

 応益課税としての法人事業税（？） 
⇒実態・帰結は他の法人課税（法人税・法人住民税）と同様 
⇒「思い（＝応益原則）は結果（＝経済コスト）を変えない」（念じてもス

プーンは曲がらない） 
 

 法人事業税・特別税に限定せず、(1)地方税体系の再編成、(2)法
人税を含む法人課税の見直しを視野に入れる。 
 

 「説明責任」としての応益課税の原則は住民課税に徹底 
 「広く薄い課税」の実現 
⇒課税の経済コストの最小化 
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国税 

地方税 

法人税 

法人二税 

所得税 

個人住民税 

消費税 

地方消 
費税 

固定資 
産税 

その他 

その他 

法人課税改革 
⇒グローバル化への対応 

地方税体系の再編成 
⇒税収の安定化・格差是正 
⇒地方分権に適う税制へ 
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狙い 改革 

法人税実効率
の引き下げ 

グローバル化・国際的
租税競争への対応 
国内の成長促進 

法人二税を他の地方税（個人住民税・
地方消費税・固定資産税）で代替 

国・地方の課税
ベースの統一 

税制の簡素化 法人事業税（二税）と法人税の「共同税
化」 

 富裕層・大企業優遇？ 
  ⇒企業の利益（配当・キャピタルゲイン）は個人（株主）段階で課税 
 
   （損益通算を合わせて）金融所得課税の強化 
   国税の再分配機能として実施 
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所得課税 原則 改革 
課税ベース 経済合理性・客観的

基準による 
所得税・個人住民税（所得割）の課
税所得の統一 
法人税・法人二税の「共同税化」 

税率 税の機能を反映 
  再分配 
  財源確保 

応益課税＝幅広く課税（税率のフ
ラット化） 
応能課税＝累進強化 

応益課税を根拠に課税ベースを定義するのではなく、税率構造に反映させる 



消費税の性格 経済的帰結 
仕入れ税額控除
（消費課税） 

税負担が生産過程に堆積しない 
⇒生産効率性命題の確保 
⇒経済活動を損なわない 
 

仕向地主義課税 輸入品課税・輸出品ゼロ税率 
⇒税負担と国際競争力の遮断 
⇒国内の財政需要の充足と国際競争力の確保の分離 
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 地方消費税に個別の自治体（都道府県）が課税自主権（税率決
定）を行使することはできない 

⇒「ゲタ」としての地方消費税 
 

 税制改革の潮流＝所得課税から消費課税へ 



 「税」とは国民から「政府」（国・地方自治体）に対する「支払い」 
⇒市場で財・サービスを購入する対価としての価格とは異なる 
 
 受益に応じて負担を自由に選択できるわけではない≠ 「誘因両

立」（消費者主権） 
 
 市場取引＝契約関係≠納税の義務 

           表：市場取引と税負担の違い 

 

 市場取引 税負担 

強制力の有無 自発的 強制的 

受益と負担の関係 密接に関連（誘因両

立的） 

関連が希薄（誘因両立的では

ない） 

支払い額の選択 購入量は個人が自由

に選択 

政治的（集合的）に選択＝

個々人が自由に選べるわけ

ではない。 
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 「理想」と「迎合」 
 
   理想＝理念先行・神学論争化、理想的改革の追求 
   迎合＝合意優先・既得権益に妥協 
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帰結 
理想 理念先行 経済コストを無視した応益課税の追求 

神学論争化 地域間格差・応益課税の定義を巡る不毛
な論争 

理想的改革の追求 改革案が「理想的」ではない（課題が残る）
という理由で（理想的でない）現状を肯定 

迎合 合意優先 
 

「玉虫色の解決」志向 

既得権益への妥協 実効性優先⇒ 
改革への国民からの信認の欠如 



改革 課題 
法人二税の分割基準に平準
化 

実質的には「譲与税化」 
納税コストの増加（立地していない自治体にまで納
税義務が及ぶ） 

外形標準課税（付加価値割）
の拡充 

付加価値割＝所得型加算法よりも消費型控除法の方
が課税として効率的 
⇒地方消費税で代替 
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 （地方消費税とは違って）企業への応益課
税？ 

⇒税負担が製品価格に転嫁されるならば経済
効果は消費税と同じ 



 限界的財政責任≠全体的財政責任 
⇒質的分権化が要請するのは、限界的財政責任 
 
 受益と負担の連動を「担保」 

 

標準的な支出 

地方独自の 
支出増 

財政移転・ 
地方債 

地方税 

限界的財政責任 
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第１弾 
第２弾 

法人税改革 
地方法人事業税・
特別税と法人税の
統合・共有税化 

法人住民税（法人税
割）の減税 

共同法人税（地方シェ
ア）の減税 

地方税改革 固定資産税・個人住
民税（所得割）の拡充 地方消費税の拡充 

効果 税制の簡素化 
格差是正 

 実効税率の引き下げ 
 法人課税依存の是正（税収の安定化） 
 地方の財政責任（コスト意識の喚起） 



 法人住民税（法人税割）の減税に合わせて、 
 

  都道府県＝個人住民税（所得割）の拡充 
 

  市町村＝固定資産税（土地）・個人住民税（所得割）の拡充 
 

留意点 
 
 固定資産税については土地の課税標準額を評価額に近づける（優遇措

置・激減緩和措置を縮減する）ことで「実効税率」を引き上げ 
 
  償却資産については増税の対象としない 
 
 個人住民税は所得控除の圧縮で課税所得を拡大 
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第1弾 第2弾 
法人事業税・特別税 法人税と統合（共同税

化） 
地方消費税に代替 

法人住民税(法
人税割） 
 

都道府県 個人住民税（所得割）で
代替 

市町村 個人住民税（所得割）・固
定資産税（土地）で代替 
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改革 地方税の
格差是正 

地方税収の
安定化 

実効税率の
引き下げ 

税制の簡素
化 

法人税・法人事業税・特別税
の統一（共同税化） 

 Ｏ   Ｘ  Ｘ Ｏ 

個人住民税・固定資産税の拡
充による法人住民税減税 

 Ｏ   Ｏ  Ｏ Ｏ 

地方消費税の増税による共
同税（地方シェア）の引き下げ 

 Ｏ   Ｏ  Ｏ 



留意点 
 
 外形標準適用企業と不適用企業で減税の程度が異なる 
 
 法人事業税・特別税が損益算入されていることをどのように勘案するか 
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外形標準
適用 不適用

34.6% 36.0%

フェーズ１ 34.6% 36.0%

フェーズ２ 30.5% 32.0%

25.5% 25.5%第2弾

第1弾

現行制度（平成23年度改正）
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法人税 

法人事
業税 
・特別税 

共同法 
人税 

国 

地方分 

課税ベースの統一・ 
徴収の一元化 

地方消費税・他
の地方税で代替 

＜第１弾＞ 

＜第２弾＞ 

税制の簡素化・ 
納税コストの軽減 

法人実効税率 
の引き下げ 

地域間配分 
に平準化 

地域間格差 
の是正 
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法人税
地方シェア

共同法人税

法人住民
税

固定資産税（土地）
個人住民税（所得割）

その他

国

法人事業税・
特別譲与税

市町村

個人住民税
（所得割）

所得割化

法人住民
税 その他

土地・家屋課税の強化

都道府県

共同税化 地方へ配分
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実効税率（％）＝固定資産税収÷免税点以上の土地評価額
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注：固定資産税収は土地分 
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効果 
法人事業税・特別税
（＝共同法人税の地方
シェア）の地方消費税
による代替 

地方財政の要請 
 

税収の安定化 
税源偏在の是正 

グローバル化へ
の対応 
 

法人実効税率の引き下げ 
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一石二鳥の改革 



 統合法人税（地
方シェア）減税・
地方消費税増税
のタイミングで実
施。 

 
 地方消費税の増

税分の一部を東
京都は国に上納 

 
 国は東京都に帰

属する法人税
（共同税）の一部
を上乗せして東
京都に配分 

 
 平年ベースで等

価交換（実績で
はなくみなし） 
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法人税収 
（地方分） 

地方消 
費税 

増税 

法人税収 
（国分） 

消費税 

国 東京都 

国と東京都で税
収の等価交換 
（平年ベース） 

減税 

国へ上納 

上乗せ配分 
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 ２000年から2010年までの平均値ベース  
  
 都道府県(レベル）全体、市町村(レベル）全体で各々、税収中立 
   
 固定資産税(土地）実効税率＝固定資産税収（土地）÷「民有地時

価総額」の7割（＝固定資産税評価額を近似） 
 
 個人住民税（所得割）実効税率＝所得割税収÷「人的控除等の各

種控除適用前の課税対象所得額」 
 

 課税ベースの拡大のよる拡充 
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第1弾 第2弾 

固定資産税（土地） 土地の実効税率を0.105％引
き上げ 

個人住民税（所得割） 
 

所得割の実効税率を合わせて
1％引き上げ 
 都道府県＝0.41％ 
 市町村＝0.59％ 

地方消費税   プラス1.7％増税 



2000～2010年平均（兆円） 
課税対象「所得」額   183 
免税点以上の土地評価額   766 
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単位％

固定資産税の実効率

引き上げ幅

0.105

単位％

個人住民税の税率引き上げ幅

都道府県

市町村

合計

0.41

0.59

1.00
土地に係る 
実効税率 

所得割の実効税率 

都道府県(レベル）全体、市町村(レベル）全体で各々、税収中立になる
ように実効税率の引き上げ幅を決定 
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社会全体 新しい経済環境に適応した税制の再構築 
 
⇒高度成長型（企業課税を軸）からグローバル経
済・高齢社会対応型（消費課税を軸）への転換 

地方自治体 高度成長型（産業インフラの整備）から成熟・高
齢社会型（対人給付・サービスが中心）への受益
構造の転換 
 
国からの財政移転（交付税等）、企業立地（法
人二税）を充てにしない安定的な税源の確保 
⇒安定的な公共サービス提供に繋げる 

地域住民 税金は地域社会への参加の対価 
 
応益原則（「広く薄い課税」）は低所得者への配
慮とは矛盾しない 
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       国の政策（再分配機能） 
現行 低所得者への給付措置 

地方税   
   

現行  
 
 

応益課税の
徹底 

 
低所得者に過大な負担 

公平と効率（コスト意識
の喚起）との両立 

公平と効率 前提 
理論 トレードオフ関係を勘案＝次善 社会厚生関数の存在 
政策 公平と効率の「棲み分け」＝機能

分離 
（合意された）社会厚生関数
は存在しない 



税・財政文化の転換点 

70 

従前（通念） 今後 

経済 高成長を当然視 
⇒成長に支えられた税制 

成長を支える（国・地方）税制
の構築 

税 ・自分以外の誰かが負担 
・自分が増税＝不公平 

・税は皆が「広く薄く」負担 
・社会参加の「会費」 

帰結 当事者意識の欠如 
⇒政治・財政への無関心 

当事者意識 
⇒政府への監視 
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現状 あるべき地方分権 
地方分権 全国一律＝自治体の規模・財政力

とは無関係に同じ権限・責任 ⇒
集権的分権改革 

非対称的地方分権＝自治体の
実力に応じた分権 
⇒先行事例の積み重ね 

地方税 「横並び志向」 
 消費税の地方税化 
⇒全国一律税率が前提 
法人課税に偏重した応益原則 

各地方が独自に財政責任を充
足 
応益原則は住民課税に徹底 

国と地方の
関係 

国の幅広い財源保障が前提 
＝保護者責任 

国と地方の役割分担・責任関
係の明確化 
⇒財源保障の縮減・範囲の明確
化 
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